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研究要旨 

 わが国における CBRNE 事態への対応は「NBC テロその他大量殺傷テロへの対処について（平成

13 年 4 月 16 日、内閣危機管理監決裁 NBC テロ対策会議）」に沿って、国の対応が示めされてい

るが、CBRNE 事案が発生した際の、原因物質の把握、被災者の除染、搬送、治療という各過程に

おける国と地方自治体との具体的な連携のあり方まで触れられていない。本研究は、CBRNE 事態

の発生に備えて、その公衆衛生対策を科学的に評価できるシミュレーションモデルの構築を行う

とともに、健康危機事案の早期探知ならびに被災者・第一対応者の健康被害のアセスメント手法

の開発を行う。 

 

（研究分担者） 

石峯康浩 国立保健医療科学院 

      健康危機管理研究部 

山口一郎 国立保健医療科学院 

      生活環境研究部 

数藤由美子  放射線医学総合研究所 

      生物線量評価研究チーム 

齋藤大蔵 防衛医科大学校   

      防衛医学研究センター外傷研究部門 

市川 学  東京工業大学大学院総合理工学研究科 

高橋邦彦  名古屋大学大学院医学系研究科 

高橋和郎 大阪府立公衆衛生研究所 

灘岡陽子  東京都健康安全研究センター 

           健康危機管理情報課 

 

Ａ.研究目的 

 わが国における CBRNE 事態への対応については

「NBC テロその他大量殺傷テロへの対処について

（平成 13 年 4 月 16 日、内閣危機管理監決裁 NBC

テロ対策会議）」に沿って、国が対応を行うこと

とされている。一方、国と都道府県との連携につ

いては「NBC テロ対処現地関係機関連携モデル」

に沿って実施されることとされているが、本モデ

ルは、あくまでも関係機関間の連携のあり方を示

したものであり、CBRNE 事案が発生した際の、原

因物質の把握、被災者の除染、搬送、治療という

各過程における関係機関の具体的な対応まで触

れられていない。このため、CBRNE 事態への対応

は、自治体間で必ずしも統一されているわけでは

ない。我々は、平成 21 年度より、厚生労働科学

研究費補助金（健康安全・危機管理対策総合研究

事業）バイオテロ以外の CBRNE テロ対策に対する

効果的な対策の検証と国際連携ネットワークの

活用に関する研究の中で、欧米における CBRNE 事

態への医療・公衆衛生部門の対応について情報収

集を行ってきたところである。この中で、米国職

業安全健康局（OSHA）が、2005 年に発表した「危

険物による集団災害被災者の病院における初期

医療対応者のための最善の取り組み」の中で、被

災者及び初期対応者に対する除染、防護について、

シミュレーションモデルを踏まえて最適な搬送

手順を示すとともに、医療機関が備えるべき装備

について示している。そこで、本研究において、

特に、CBRNE テロの標的となりやすい大都市（東

京都、大阪府）における医療サービスの流れを

Agent Based Modeling（ABM）を用いてモデル化



 

を行い、過去の地下鉄サリン事件（東京）、新型

インフルエンザの流行（大阪）を基に事案発生時

の保健医療行政の行動、被災者の行動をモデル上

で再現させることで、保健医療対策の脆弱性を明

らかにするものである。加えて、放射性物質を用

いた事案では、被害の拡散と対策の遅れが伴うこ

とから、諸外国における事故処理対策を踏まえ、

保健医療行政及び医療機関を交えた図上演習等

を行うことで、現行の連携モデルの課題を明らか

にし、さらなる強靭な地域の健康危機管理体制を

構築するための方向性を示すものである。 

 

Ｂ.研究方法 

(1) 生物テロの早期探知手法の検討 

 感染症発生動向調査のインフルエンザ定点報

告データを用いて検討を行う。まず東京都と大阪

府における 2013～2014 シーズンのインフルエン

ザ定点の定点あたり報告数を観察した。次に大阪

府における定点報告数を保健所管轄で集計し，保

健所管轄を単位とした定点あたり報告数，直近 3

週の平均に対する当該週の報告数の比，さらに

NHC-DOHMH と同様なインフルエンザ発生のサーベ

イランス解析として，FleXScan 法を用いた集積性

の検定を行った。本解析では，各地域のベースラ

イン値は直近 3 週間の報告数の平均値とし，統計

量として制限付尤度を用いて解析を行い，その有

意性の基準とする有意水準は 0.02（=1/50 週）を

用いた。結果については，疾病地図を用いた視覚

化を行った。次に，各管轄での流行（定点あたり

報告数）に，上記解析で検出された有意な集積週

を示し，府全体の流行との比較を行った。 

 

(2) 化学テロ医療需要予測モデルの構築 

 「二次医療圏における救急搬送医療モデル」で

採用した、社会シミュレーションの領域で標準的

なモデル構築手法であるエージェントベースの

アプローチの特徴を活かし、公開されている地下

鉄サリン事件の全患者を、個別のエージェント

(個別の意思決定主体)と見立てた。各患者は、傷

病程度を持ち、程度に応じた搬送手段で近隣の医

療機関に収容される。時間発生から時系列に沿い

患者が傷病程度に応じて該当する搬送手段で医

療機関に収容されるまでを表現した。 

 

(3) 放射性物質テロにおける外部被ばく線量検

査法に関する研究 

 初期／一次対応者の健康管理に資する生物学

的な被ばく線量評価システムを確立することを

本研究の目的とする。初年度は検体受け入れ即日

に大まかな線量評価が可能な未成熟凝縮二動原

体 染 色 体 分 析 法 [prematurely condensed 

dicentric chromosome (PCDC) assay]を確立した。

今年度は、より精度の高い線量評価法の開発をお

こない、実際の初期対応者の検体を得て適用し、

手法の評価をおこなった。具体的には、2011 年 3

月～6 月の間に東電福島原発事故および大震災に

関連して福島県に派遣された自衛隊員について、

同年 7 月～8 月に防衛医大によって採取された血

液検体を用い、従来の、二動原体染色体異常にも

とづく線量評価（二動原体分析）をおこない、個

人線量計の値と比較した。この手法では、被ばく

後 4 週間以上経つと異常の出現頻度が減少し、被

ばく線量を過小評価することになる。そこで我々

は、被ばく後の経過時間に左右されない安定型染

色体異常（転座染色体など）を指標とした新たな

分析法（3-color FISH 法）を開発し、同 検体へ

の適用を開始した。 

 

(4) CBRNE テロシナリオの検討 

 CBRNE 事態発生後の公衆衛生対策を検証するに

あたり、政府の対応については、「NBC テロその他

大量殺傷テロへの対処について（平成 13 年 4 月

16 日、内閣危機管理監決裁 NBC テロ対策会議）」

を参考とした。国と都道府県との連携については

「NBC テロ対処現地関係機関連携モデル」に従い

関係機関の対応の流れを整理する。 



 

(倫理面への配慮) 

 防衛医科大学および放射線医学総合研究所研

究倫理審査委員会の承認を得た後、インフォーム

ドコンセントが得られたボランティアの血液試

料及びデータを用いた。  

 

Ｃ.研究結果 

 (1)生物テロの早期探知に向けた検討 

 東京都と大阪府における 2013年 46週～2014年

20 週の定点あたり報告数を図１に示す。ただし，

東京都においては報告があった定点医療機関数

あたりの数であり，大阪府においては登録された

定点あたりの数になっている。全体としての流行

の様子は，東京都，大阪府とも概ね同じであると

観察された。 

 次に大阪府において保健所管轄を単位として

集積性の検定を行ったところ，2013 年 48 週から

断続的に有意な集積地域が検出された。2014 年

15 週と 18 週を除いて，2014 年 20 週まで有意な

集積地域が検出された（図２）。 

 これら保健所管轄単位での流行の様子を観察

するため，GIS を用いた視覚化を行った。定点あ

たり報告件数，各管轄の前週までの直近 3 週間の

平均に対する当該週の報告件数の比による相対

リスク（RR），RR が高い地域の集積（集積性の検

定に基づき検出された地域）を表した。図 3 では

一例として 2013 年 49 週の結果を示した。この週

で有意な集積地域として検出されたのは藤井寺, 

大阪市住吉, 大阪市西成の 3 地域（p 値=0.0047）

であり，その地域での報告件数が 39件であった。 

 さらに保健所管轄における各週定点あたり報

告件数を図４に示した。ここでは例として，大阪

市西成，東大阪市，藤井寺を示した。上記，府全

体における集積性の検定で当該地域が有意な集

積地域として検出された週は色を変えて示した。

各地域の流行の立ち上がりやピークが異なって

いる様子が観察された。また有意な集積地域とし

て検出された週は，府全体の（前 3 週平均に対す

る）増加に比べ，より急激な増加が観察された週

となっている。 

(2) 化学テロ医療需要予測モデルの構築 

 本モデルでは、救急隊によるトリアージの後、

軽傷および中等症の被害者は独歩で各医療機関

に移動し、重症者は、救急車で搬送するという前

提で、地下鉄サリン事件当時の被害者数と同じ条

件で、最短経路で搬送することを条件にシミュレ

ーションを実施した。これにより、現場からどの

ような経路で被害者が動くかを可視化すること

ができた。本シナリオでは、東京地下鉄サリン事

件と同様に、聖路加病院への入院患者数が発災後

1 時間で 800 人、済生会中央病院で 40 人、虎ノ門

病院で 320 人に達した。当時の記録では、それぞ

れ 866 人、196 人、266 人とシミュレーション値

と現実と近い値を示した。なお、一部では大きく

値が合致しない、現場から医療機関への収容まで

の時間に大きなずれが認められた。 

  

(3) 放射性物質テロにおける外部被ばく線量検

査法に関する研究 

 放射線被ばく後の経過時間に左右されない安

定型染色体異常（転座染色体など）を指標とした

新たな分析法（3-color FISH 法）を開発した。こ

の方法により、初期／一次対応者の長期追跡調査

および過去の対応者の遡及的調査での線量推定

が可能となる。今年度は、福島第一原発事故の経

験から、100 mSv、250 mSv の被ばく量制限値に着

目し、低線量域を中心とした検量線を作製し、線

量効果関係（線形二次曲線式）を明らかにした。 

 実際の派遣隊員については、2014年12月現在、

86 名から二動原体分析による線量評価データを

得、うち 21 名について、3-color FISH 分析を終

えた。個人線量計値、二動原体分析による推定値、

FISH 分析による推定値はほぼ一致し 100 mGy 未満

であった。3-color FISH 法は有望な手法であると

考えられ、今後、本手法のさらなる検討および適

用テストをおこなう。 



 

(4) CBRNE 事態シナリオの検討 

 放射線テロに関しては、医療用線原（137Cs、67Ga、
131I）を用いた都心ターミナル駅での散布、地方

空港における航空機墜落に伴う飛散という２つ

のシナリオを作成した。 

 

D.考察 

 本研究は、CBRNE 事態が発生した際における公

衆衛生面からの対応について検証を行うもので

あるが、化学、生物、放射線テロのそれぞれにお

いて取るべき対策は大きく異なることから、研究

として個別の特性に応じた課題の設定が求めら

れる。このため、本研究において、化学テロにつ

いては、大量に発生する被災者をいかに適切かつ

迅速に治療可能な医療機関に収容できるかを検

証できるモデルの構築を行うこととした。また、

生物テロに関しては、これまでの研究の多くが、

SIR モデルに基づくシミュレーションの構築を行

ってきたが、社会活動をコンピューター上に詳細

に再現することは難しく、仮にモデルを構築でき

たとしても、天然痘、ペスト等の感染症について

は、モデルの正確性を検証するための近代都市に

おけるパラメータが不足している。そこで、生物

テロ対策に関する社会医学研究の方向性として、

感染拡大を予測する技術ではなく、地域の感染症

患者の集積を早期に捉える技術の開発と実装が

急務であると考えている。具体的には、感染症動

向調査によって得られたデータを地理情報シス

テム上に展開し、地域における患者集積を空間統

計手法により発生早期で地域を捉えることが可

能かについて検証を行った。放射線テロ災害につ

いては、2011 年の福島第一原発事故に見られるよ

うに、被災者及び第一対応者が暴露した線量を迅

速かつ正確に評価する必要がある。従来法の二動

原体染色体分析法では、トリアージ・レベルの線

量評価に、血液検体受け入れ後 50 時間以上を要

するとされているが、ペプチド核酸プローブを用

いた蛍光 in situ ハイブリダイゼーション(FISH)

法を併用した改良 PCC 法(PCDC 法)の導入により、

約 8時間で二動原体分析ができることが示された。

今後、被ばく後の経過時間と線量効果関係を調べ

ることで、時間的適用範囲を明らかにしていく。 

 

E 結語 

 CBRNE 事態への対応は、化学、生物、放射線の

それぞれの特性に応じて大きく異なる。本研究に

おいては、これらの事案に総合的に対応するため、

化学テロ災害に対しては、大量傷病者の収容に向

けたシミュレーションモデルの構築を進め、生物

テロに対しては、集積地域を早期に探知するため

の空間統計手法の検証をパンデミックの情報を

用いて検証を行った。放射線テロ災害については、 

福島第一原子力発電所事故における第一対応者

の被ばく量を線量計と生物線量評価を用いて検

証を行うことで、迅速かつ正確な被ばく量評価の

ための検査態勢の構築の是非について引き続き

検討を進めていく。 

 

Ｆ.健康危険情報 

 該当事項無し。 
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